
農業委員会、企業の農地所有、農協改革など「農業改革」に関する意見書

「規制改革会議答申」を受けて、政府が「骨太方針 2014」ならびに「新成長戦略」に位

置づけた「農業改革」は、日本の農業だけでなく、国民の食料と地域の将来に重大な影響を

及ぼしかねない。

この「農業改革」は、安倍首相の「日本を世界で一番企業が活躍しやすい国」をつくる成

長戦略の一環として、日本農業と国民の食を支えてきた家族農業を否定し、農業と農地を企

業のもうけのために開放しようとするもので、その障害となる農業委員会や農協の事実上の

解体も提言しているといえる。

農業委員の公選制を廃止し、地域農業振興の建議機能を奪うことは、農地管理や農業振興

に対する農民の意見表明の場を奪うことになり、農業生産法人の要件緩和と併せ、企業の農

地取得に道を開くことにつながる。また、農協組織の見直しは、企業のもうけのために、自

主的に運営されるべき協同組合の存在を否定することであり、ＩＣＡ（国際協同組合連盟）

会長も「協同組合の根本的な原則に攻撃を加えている」と批判している。この攻撃は農協に

とどまらないと思われる。

いま食糧危機が心配されるなか、将来にわたって安全・安心な食料生産・供給を担い、環

境と調和できるのは家族農業であり、国連も今年を「国際家族農業年」としている。農業政

策の基本を、企業の参入・進出に置くのではなく、家族農業を基本とし、それを支える諸制

度の充実、地域コミュニティの維持、協同組合を発展させることこそが重要だと考える。

よって、国は「骨太方針 2014」ならびに「新成長戦略」に位置づけた「農業改革」を中

止すること、農政改革に当たっては、農業の担い手の軸を家族経営とし、これを支援する諸

制度の充実、農業委員会・農協の役割の強化等、生産の振興と食料自給率向上に資するもの

にすることを強く求める。

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。
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